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1.小貝川の概要

・ 小貝川は利根川水系の資源地を構成する支川流域の一つであり、国管理区間の沿川自治体は、
栃木県真岡市をはじめとし、利根川に合流する茨城県利根町までの９市１町で構成されている。

・ 小貝川の高水敷は、公園や運動場等として、堤防天端はサイクリングロードや日常的な散策の場

として、年間約79万人に利用されている。（平成18年度河川空間利用実態調査）

・ 下流域では、平成17年につくばエクスプレスが開業し、ベッドタウンとして人口が増加している。

流路延長 ：約112km
流域面積 ：約1,043km2

流域自治体 ：16市5町

流域人口 ：約163万人

高水敷の利用状況(公園)

高水敷の利用状況(運動場)

高水敷の利用状況(公園緑地)

小貝川の高水敷占用状況
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小貝川の高水敷占用状況
利用面積：約32ha
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2.事業の概要

■

小貝川リバーサイドパーク

県南総合防災センター

取手市総合運動公園
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＜堤防の緩傾斜化＞

堤防

堤防の斜面を
緩やかに

盛土

＜堤防の緩傾斜化＞

散策路の整備
階段の整備

坂路の整備・河川敷の整正 親水護岸の整備

堤防の緩傾斜化

地元市町と連携し、小貝川の水辺環境を利活用できるよう、坂路、親水護岸、階段、散策路を整備。
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3.事業の効果

・ 散策路、親水護岸、階段、坂路等を整備したことにより、利便性が向上し、川へのふれあいや親しみ
が向上した。

・ 堤防の斜面を緩くしたことにより、河川敷への行き来や、斜面の利用がしやすくなった。
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親水護岸の整備

「水遊び」利用者の経年推移

【河川空間利用実態調査結果（年間推計値）】
※当該事業範囲での集計値（右岸2km～10km及び左岸10km)

約4千人の増加

親水護岸がＨ17年に整備された

ことにより「水遊び」の利用者が
約４千人増加した。

水辺に近づきやすくなり、
親水性が向上した。

斜面を緩くしたことにより、
河川敷への行き来や斜面
の利用がしやすい
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4.費用対効果の分析

1）分析の流れ

現地利用実態調査の実施

予備調査の実施（CVM、コンジョイント、TCM)
便益範囲の設定

適正な本調査手法の選択

本調査の実施

総便益（B)の算定

評価対象期間：整備期間+50年間
現在価値化の基準点：評価時点
社会的割引率：4％
残存価値：評価期間終了時の

現在価値化した建設費の10％

事業費と維持管理費の実績整理
将来の維持管理サイクルの設定

総費用（C)の算定

評価対象期間：整備期間+50年間
現在価値化の基準点：評価時点
社会的割引率：4％

経済性の評価
○費用便益比（B/C）

事業の選定

４
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2）受益範囲の設定

現地利用実態調査およびプレ調査の結果、事業箇所4km圏からの来訪者が概ね8割であった。
また、当事業による整備施設は、性質上徒歩・自転車による利用者が主と考えられ、来訪手
段の大きな変化点も4km圏であった。よって4km圏を受益範囲として設定。

【距離別来訪者数割合】

【距離別交通手段割合】

4km圏に大きな変化点があり、4km圏内では徒歩・自転車来訪が主で
あるのに対し、4km以上では自動車が半数を占める。

4km圏からの利用者が約8割

利用形態の変化点

4.費用対効果の分析

4km圏を受益範囲として設定
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4.費用対効果の分析

■総便益（B)
・沿川住民を対象としたCVMアンケート（郵送配布・回収）により、支払い意思額（WTP）を把握。
（アンケートは予備調査結果における有効回答率を踏まえ、統計解析上の必要サンプル381を
回収するために3,800部を配布）
・WTPから年便益を求め、評価期間を考慮し、残存価値を付加して総便益を算定。
■総費用（C)
・事業に係わる建設費と維持管理費を計上。

■計算条件
・評価時点：平成21年
・整備期間：平成11年から平成18年（8年）
・評価期間：整備期間+50年間
・受益範囲：事業箇所から4km圏（約５万世帯）
・集計世帯数：無作為抽出した3,800世帯に配布。

利用状況を考慮し、4km圏における回収数は1,225世帯（32.2％）、
有効回答数は567世帯（14.9％）であった。

■支払い意思額（WTP）の算出

204円/世帯/月

６



建設費の現在価値化の合計+維持管理費の現在価値化の合計

9.9億円①建設費

10.1億円③総費用（①+②）

0.2億円②維持管理費

環境整備事業に要する総費用（C)

※建設費、維持管理費は、社会的割引率（4％）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い費用を算定。

4.費用対効果の分析

31.8億円総便益（B)

※アンケート結果による支払い意思額（204円/世帯/月）に12ヶ月及び受益世帯数（約５万世帯）を乗じ、年便益を算定。年便益に評価期間（50年）を考

慮し残存価値を付加して総便益を算定。
※評価期間に対し、社会的割引率（4％）を用いて現在価値化を行い算定。
※残存価値は、評価終了時点で現在価値化した建設費の10％を計上。

■算定結果（費用便益比）

B/C＝

便益の現在価値化の合計+残存価値

10.1億円

31.8億円
＝3.1
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幅広い年齢層の住民が、小貝川の水辺環境を楽しむために来訪しており、水辺散策や健康
増進等に役立つ水辺環境が創出されました。

引き続き、適切な維持管理を行い、安全・安心な河川空間を提供していきます。

本事業により、河川や周辺の景観向上や、事業により創出された水辺環境など、豊かな河川
空間が創出されています。

近隣地区は、つくばエクスプレスの開業等に伴い、近年、人口が増加しており、小貝川は近
隣地区において貴重な水と緑のオープンスペースといえます。

アンケート回答者の意見からも、河川空間の利用推進を望む多くの意見がありました。

５．事業効果の発現状況

６．事業実施による環境の変化

７．社会経済情勢の変化
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事業効果の発現が十分確認されていることから、今後の事後評の必要性は無いものと考え
られます。また、事業完了後において、利用者からの改善要望もないことから、改善措置の
必要も無いものと思われます。

現時点での当該事業の事業評価手法は妥当と考え、見直しの必要は無いものと思われます。

なお、便益を算出する方法については、評価の実績、評価技術の向上を踏まえつつ、今後
更なる改善を図って参りたいと考えます。

８．今後の事後評価及び改善措置の必要性

９．同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

９


